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研究概要（背景・目的・意義・研究手法の説明を含む） 

 今日、アメリカ政治のイデオロギー的分極化が著しい。オバマ政権発足後だけをみても、2009 年 2

月の大型景気刺激策に対して共和党下院議員は 1 人も賛成投票をせず、同年 12 月に上院で可決され

た健康保険改革案についても共和党からの賛成票はゼロであった。他方で、外交・財政・社会保障・

貧困・宗教などに関わる争点において、超党派主義を回復ないし模索する具体的な動きや提案は少な

からず存在する。分極化についての批判的研究は、日米ですでに多数蓄積されているが、それを克服

する動き・対話・試み(たとえばスタンレー財団による Derek Chollet、Tod Lindberg, and David Shorr eds, 

Bridging the Foreign Policy Divide, 2007 はその試みである)、およびその政治的基盤についての分析はさ

ほど多くは存在しない。ここに、本プロジェクトを実施する大きな意義がある。 

 とくに外交については、オバマ政権自身、民主党左派・反戦派と共和党保守強硬派および新保守主

義者を排し、民主党穏健派と共和党穏健派からなる連合的チームを構築した。今後、この試みがどの

ように展開するかは、学術的にも実践的にもこれ以上ない格好のケース・スタディといえる。 

 本研究はアメリカ政治の理解にとって中核的重要性をもつテーマについての研究プロジェクトで

あるが、同時にこんにちの日米関係についても、イデオロギー的分極化で特徴づけられるアメリカ外

交における対日政策という文脈から考察する。アメリカ政治においては例外的に、対日政策はこれま

でイデオロギー対立の埒外にあり、アーミテージ=ナイ報告書にみられるように、日米同盟に対して

はほぼ超党派的な支持が存在してきた。ただし、かつて通商問題が突出していた時代には党派的な性

格は強く存在した。また、こんにち日本側の政権交代により従来と異なる対米政策をもつ日本と直面

することを余儀なくされ、アメリカにおいて、これまでの対日政策を維持しようとする議論と同時に、



かなりの譲歩を伴ってでも同盟国としての日本を維持しようとする主張、そして潜在的には日本の重

要性を落としていく発想が生まれる可能性も存在する。これと、オバマ政権の対応、政党政治および

イデオロギー政治との絡み方、および価値観重視の外交論と経済重視の外交論の交錯の仕方を慎重に

分析していく必要がある。このように、アメリカの対日政策を、単に日米関係の日々の展開のレベル

で分析するのではなく、アメリカ政治全体のダイナミクスのなかで、そしてその一部として観察して

いこうとするのが、本プロジェクトの特徴である。 

 研究手法としては、イデオロギー的分極化とのその動向については、計量的な手法(主として川人、

田中)と聞き取り調査および文献調査(久保、古矢、松本、岡山、渡辺)に依拠する。政治思想・市民

権については、松本が比較政治的視座および憲法論的視座を交えて分析する。外交政策全般および日

米関係については、久保が担当する。ただし、今後、日米関係の専門家を数人日米において補充する

ことも計画している。聞き取り調査、資料の収集整理、データの加工などに関しては、部分的にサポ

ート・メンバーにも作業を依頼する。 

期間と実施活動計画案 

 2010 年 4 月より 3 年間のプロジェクトとする。アメリカの内政と外交における分極化現象と同時

に、初年度から超党派主義模索に関する資料調査を開始する。オバマ政権、与党民主党、野党共和党

による超党派主義の試みも考察する。これには内政と外交双方が含まれる。内政では健康保険、社会

保障、貧困対策、環境保護、人工妊娠中絶、司法など、外交では核削減、テロリズム、対中国、そし

て対日本政策などをとりあげる。参加者による調査の他、打ち合わせのための会合、研究成果の中間

報告的な研究会を日本あるいはアメリカにて毎年開催する。2年目には中間報告会的な小シンポジウ

ムを実施し、3年目には日米においてシンポジウムを行う。学術的なものと政策分析・提言的なもの

をそれぞれ別途に開催する予定である。この間、個人としてはもとより、プロジェクトとして、日米

の学会やシンクタンクなどにおいて、パネルを設置して、適宜研究成果を報告するとともに、フィー

ドバックを得ていきたい。研究成果は単行本として日米で刊行する。 

 


